
 
平成１６年９月期   個別中間財務諸表の概要       平成１６年５月１７日 
上場会社名  浜松ホトニクス株式会社 上場取引所  東 
コード番号      ６９６５ 本社所在都道府県 静岡県 

（ＵＲＬ http://www.hpk.co.jp/Jpn/annualr/annual.htm） 
代 表 者        代表取締役社長  晝馬 輝夫 
問合せ先責任者 取締役管理部長  鈴木 志明 ＴＥＬ 053－452－2141㈹ 
中間決算取締役会開催日 平成１６年５月１７日 中間配当制度の有無    有 

中間配当支払開始日        平成１６年６月 ８ 日 単元株制度採用の有無  有（１単元 １００株） 
 
１．16 年３月中間期の業績（平成 15 年 10 月 1 日～平成 16年 3 月 31 日） 

（１）経営成績              （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

16 年 3 月中間期 

15 年 3 月中間期 

       百万円     ％ 
 ２９，９６２ 11.0 

 ２６，９８６  7.9 

      百万円     ％ 
  ３，４９９   46.2 
  ２，３９４   4.3 

      百万円      ％ 
  ４，２３８  36.0 
  ３，１１６  1.8 

15 年 9 月期  ５３，２９５  ―   ３，３９３   ―   ４，０５０   ― 

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり 

中間(当期)純利益 

 

16 年 3 月中間期 

15 年 3 月中間期 

       百万円      ％ 
   ２，８７３  65.1 
   １，７４０  20.2 

        円    銭 
     ４３ ３３ 

     ２５  ６４ 
15 年 9 月期    １，８０１  ―      ２５ ７７ 

（注）１．期中平均株式数    16 年３月中間期 ６６，３１９，１２９株 15 年３月中間期 ６７，８７７，４５３株 
15 年９月期 ６７，７６１，６３６株 

２．会計処理の方法の変更   無 
３．売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率です。 

 
（２）配当状況 

 １株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金

 

16 年 3 月中間期 

15 年 3 月中間期 

      円  銭 

     ５  00 

     ５  00 

           

    

    

15 年 9 月期          ―  １０円 00 銭 

 
（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 

16 年 3 月中間期 

15 年 3 月中間期 

         百万円 
 １０５，２６２ 
 １０８，９１６ 

         百万円 
   ４８，５３１ 
   ４８，９８６ 

              ％ 
       ４６．１ 
       ４５．０ 

         円    銭 

     ７３３ ９３ 

   ７２０ ４６ 

15 年 9 月期  １０４，６５４    ４８，１１７        ４６．０      ７１４ ５０ 
（注）１．期末発行済株式数 16 年３月中間期 ６６，１２６，０２０株 15 年３月中間期  ６７，９９３，２４７株 

15 年９月期 ６７，２６６，８００株 

２．期末自己株式数 16 年３月中間期 ２，０３５，５０７株 15 年３月中間期 ２，８１４株 

 15 年９月期            ７８３，５７８株 

                               
２．１６年９月期の業績予想（平成１５年１０月１日～平成１６年９月３０日） 

１株当たり年間配当金            売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
期 末      

 
通 期       

       百万円 
 ６０，７００ 

      百万円 
  ７，１００ 

       百万円 
   ４，０００ 

   円   銭 
   ５  ００ 

    円   銭 
  １０  ００ 

 （参考） １株当たり予想当期純利益（通期）       ６０円４９銭 
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Ⅰ 中 間 貸 借 対 照 表 
（単位：百万円） 

当中間会計期間末 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

前事業年度末 
(平成 15 年 9 月 30 日現在)

期 別     
 

 
 
科 目     金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

[資 産 の 部］ 

Ⅰ  流 動 資 産           

1. 現 金 及 び 預 金 
2. 受 取 手 形 
3. 売 掛 金 
4. 製 品 及 び 商 品 
5. 原 材 料 
6. 仕 掛 品 
7. 貯 蔵 品 
8. 繰 延 税 金 資 産 
9. そ の 他 
10. 貸 倒 引 当 金 

 

 

13,522 

 3,058 

16,371 

 1,200 

2,168 

6,417 

723 

 1,290 

   962 

△ 19 

％

 

 

 

17,061 

 3,181 

17,007 

 1,592 

2,281 

5,857 

536 

 1,103 

   553 

△ 51 

％

  

 

 

 12,877 

2,856 

16,342 

 1,256 

2,131 

6,246 

662 

1,116 

1,122 

△ 20 

％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流 動 資 産 合 計         45,696 43.4 49,125 45.1 44,591 42.6 

Ⅱ  固 定 資 産           
(1) 有 形 固 定 資 産 
1. 建 物 
2. 機 械 及 び 装 置 

3. 工具、器具及び備品 

4. 土 地 

5. 建 設 仮 勘 定 

6. そ の 他 

(2) 無 形 固 定 資 産 
(3) 投資その他の資産 
1. 投 資 有 価 証 券 

2. 関 係 会 社 株 式 

3. 出 資 金 

4. 関 係 会 社 出 資 金 

5. 長 期 貸 付 金 

6．繰 延 税 金 資 産 

7. 投 資 不 動 産 等 

8. そ の 他 

9. 貸 倒 引 当 金 

 

43,153 

 16,857 

 8,789 

 3,987 

11,931 

 1,001 

   585 

 342 

 16,070 

 3,533 

 6,143 

12 

1,474 

11 

3,747 

486 

  677 

△  17 

41.0

 

 

 

0.3

15.3

 

42,525 

 16,785 

 8,703 

 3,525 

11,703 

 1,359 

   448 

 358 

 16,907 

 1,931 

 6,280 

12 

1,310 

11 

4,324 

2,325 

  727 

△  16 

39.1

  

  

  

0.3

15.5

 

41,970 

 16,252 

 9,104 

 3,412 

   11,703 

   1,079 

   419 

 329 

 17,763 

 3,334 

 6,063 

   12 

1,310 

11 

3,454 

2,870 

721 

△  17 

 

40.1 

 

 

 

 

 

 

   0.3 

  17.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

固 定 資 産 合 計         59,565 56.6 59,791 54.9 60,063   57.4 

資 産 合 計             105,262  100.0    108,916  100.0  104,654 100.0 
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（単位：百万円） 

当中間会計期間末 
(平成 16 年３月 31 日現在) 

前中間会計期間末 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 

前事業年度末 
(平成 15 年９月 30 日現在)

期 別     
 

 
 
科 目     金 額     構成比 金 額     構成比 金 額     構成比 

[負 債 の 部] 

Ⅰ  流 動 負 債           

1. 支 払 手 形 
2. 買 掛 金 

3. 短 期 借 入 金 

4. 一年以内償還転換社債 

 

 

7,324 

 2,758 

1,050 

196 

％

 

 

 

6,474 

 1,795 

1,100 

57 

％

  

 

 

 6,299 

 1,985 

1,100 

308 

％ 

 

 

 

 

5. 一年以内返済予定 

長期借入金 
5,373 5,554  2,487  

6. 未 払 金 

7. 未 払 費 用 

8. 未 払 法 人 税 等 

9. 前 受 金 

10. 賞 与 引 当 金 

11. 設備購入支払手形 

12. 社 内 預 金 

13. そ の 他 

1,110 

508 

1,720 

280 

 1,928 

1,150 

678 

170 

1,809 

492 

   1,589 

   465 

1,759 

1,913 

707 

 90 

1,121 

498 

 675 

211 

1,933 

2,918 

657 

 79 

 

 

 

 

 

 

 

 

流 動 負 債 合 計         24,250 23.0 23,808 21.8 20,275 19.4 

Ⅱ  固 定 負 債           
1. 転 換 社 債 

2. 長 期 借 入 金 

3. 退 職 給 付 引 当 金 

4. 役員退職慰労引当金 

 

19,107 

 2,496 

9,625 

1,251 

 

19,423 

 6,730 

8,884 

1,085 

 

19,110 

 6,532 

9,316 

1,303 

 

 

 

 

 

固 定 負 債 合 計         32,480 30.9 36,122 33.2 36,261 34.6 

負 債 合 計         56,730 53.9 59,930 55.0 56,537 54.0 

[資 本 の 部] 

Ⅰ 資 本 金           

Ⅱ 資 本 剰 余 金           

資 本 準 備 金          

資本剰余金合計         

Ⅲ 利 益 剰 余 金           

1. 利 益 準 備 金 

2. 任 意 積 立 金 

3. 中間(当期)未処分利益 

利益剰余金合計         

Ⅳ その他有価証券評価差額金 

Ⅴ 自 己 株 式           

 

15,982 

 

15,697 

15,697 

 

695 

15,200 

3,816 

19,711 

825 

△3,685 

15.2

14.9

18.7

0.8

△3.5

 

15,895 

 

15,611 

15,611 

 

695 

14,130 

2,682 

17,508 

△22 

△6 

14.6

14.3

16.1

△0.0

△0.0

 

15,925 

 

15,640 

15,640 

 

695 

14,130 

2,403 

17,229 

712 

△1,390 

 

15.2 

 

 

14.9 

 

 

 

 

16.5 

0.7 

△1.3 

資 本 合 計         48,531 46.1 48,986 45.0 48,117 46.0 

負 債 ・ 資 本 合 計           105,262  100.0  108,916  100.0    104,654  100.0 
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Ⅱ 中 間 損 益 計 算 書          

（単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

( 
自平成 15 年 10 月１日

至平成 16 年 3 月 31 日
) (

自平成 14 年 10 月１日 

至平成 15 年 3 月 31 日 
) ( 

自平成 14 年 10 月 1 日 
至平成 15 年９月 30 日 ）

                期 別     

 

 

 科 目     金 額     百分比 金 額     百分比 金 額     百分比 
 

Ⅰ 売 上 高           

Ⅱ 売 上 原 価           

   売 上 総 利 益           

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 
29,962 

16,650 

 13,311 

 9,811 

％

100.0 

 55.6 

 44.4 

 32.7 

 
26,986 

15,327 

 11,658 

 9,264 

％ 

100.0 

 56.8 

 43.2 

 34.3 

 

53,295 

30,774 

22,521 

19,127 

％

 100.0

  57.7

  42.3

  35.9

   営 業 利 益            3,499  11.7  2,394   8.9 3,393    6.4

Ⅳ 営 業 外 収 益           

1. 受取利息及び配当金 

2. 投資不動産等賃貸収入

3. そ の 他 

Ⅴ 営 業 外 費 用           

1. 支 払 利 息 

2. 社 債 利 息 

 3. 投資不動産等に係る諸費用

4. 為 替 差 損 

5. そ の 他 

988 

   764 

   144 

   79 

   249 

   115 

    20 

59   

     36 

      17 

  3.3 

 

 

 

  0.9 

 

 

 

 

973 

   736 

   129 

   106 

   251 

   136 

    21 

54   

     37 

      0 

  3.6 

 

 

 

  1.0 

 

 

 

 

1,276 

780 

264 

232 

619 

256 

 42 

213 

102 

4 

   2.4

 

 

 

   1.2

 

 

 

 

    経 常 利 益            4,238  14.1  3,116  11.5 4,050    7.6

Ⅵ 特 別 利 益           

Ⅶ 特 別 損 失           

1. 固定資産売却及び除却損 

2．大学院大学設立準備費用 

3．固 定 資 産 圧 縮 損 

4．投資有価証券評価損 

5．関係会社株式評価損 

2   

 137 

    32 

105 

－ 

－ 

－ 

  0.0 

  0.4 

 

 

45   

 432 

    61 

－ 

－ 

187 

－ 

  0.2 

  1.6 

 

 

105 

735 

98 

－ 

21 

32 

216 

   0.2

   1.4

6. 過年度役員退職慰労 

         引当金繰入額 
－  182  364 

7. そ の 他 －  1  1 

税引前中間（当期）純利益  4,103  13.7  2,729  10.1 3,421    6.4

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額            

1,775 

△ 545 

  5.9 

△1.8 

1,658 

△ 669 

  6.2 

△2.5 

  1,946 

     △ 326 

3.6

△0.6

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益             2,873   9.6  1,740   6.4   1,801    3.4

前 期 繰 越 利 益            942  942    942 

中 間 配 当 額                    ―          ―    339   

中間（当期）未処分利益             3,816   2,682  2,403 
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Ⅲ  中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 ………… 総平均法に基づく原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの ……………………… 中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定） 

時価のないもの ……………………… 総平均法に基づく原価法 

（２）デリバティブ …………………………… 時価法 

（３）たな卸資産 

商品、製品、原材料、仕掛品 ………… 総平均法に基づく原価法 

貯蔵品 …………………………………… 最終仕入原価法に基づく原価法 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産及び投資不動産等 

有形固定資産及び投資不動産等の減価償却方法は、定率法を採用しております。なお、主な

耐用年数は、建物が３年～５０年、機械装置が４年～１０年であります。 

（２）無形固定資産及び投資その他の資産（長期前払費用） 

ソフトウェア以外の無形固定資産及び投資その他の資産（長期前払費用）の減価償却方法は、

定額法によっております。市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売数量に基づく

償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を計

上しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 ……………………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

（２）賞与引当金 ……………………………… 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上

しております。 

（３）退職給付引当金 ………………………… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生していると認められる額を

計上しております。 

数理計算上の差異につきましては、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０

年）による定額法により、翌期から費用処理しており

ます。 

（４）役員退職慰労引当金 …………………… 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

当中間会計期間末の要支給額を計上しております。 

 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。 
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５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

 

６．ヘッジ会計の方法 

外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては、振当処理を行っております。また、

外貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては、繰延ヘッジ処理を行っております。 

 

７．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注 記 事 項 
（中間貸借対照表関係） 

当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 
（ 平成 16 年３月 31 日現在 ） （ 平成 15 年３月 31 日現在 ） （ 平成 15 年９月 30 日現在 ）

 
１．減価償却累計額 
(1)有形固定資産 55,072 百万円 
(2)投資不動産等    869 

 

２．担保資産及び担保付債務 

有形固定資産のうち担保に供

している資産は次のとおりで

あります。 

工 場 財 団 

土 地  4,266 百万円 

建 物  1,070 

土 地        8 

計       5,345 

 

上記に係る債務は次のとおりで

あります。 

一年以内返済     176 百万円 

予定長期借入金    (176) 

長 期 借 入 金     884 

                  (884) 

計       1,060 

 

なお、上記（ ）内数字は内数

であり、工場財団設定に係る債

務であります。 

 

 

 

 

 

３．偶発債務 

次の関係会社について、金融

機関からの借入れに対して債

務保証を行っております。 

 

㈱光ケミカル 

研究所             700 百万円 

北京浜松光子技術 

有限公司           540 

浜松電子プレス㈱    60 

計       1,300 

 

 
１．減価償却累計額 
(1)有形固定資産 49,366 百万円 
(2)投資不動産等    781 

 

２．担保資産及び担保付債務 

有形固定資産のうち担保に供

している資産は次のとおりで

あります。 

工 場 財 団 

土 地  4,288 百万円

建 物  1,723 

機械及び装置    178 

工 具 、 器 具 

及び備品           7 

土 地       27 

建 物       13 

計       6,239 

 

上記に係る債務は次のとおりで

あります。 

一年以内返済     304 百万円

予定長期借入金    (304) 

長 期 借 入 金   2,310 

                (2,210) 

計       2,614 

 

なお、上記（ ）内数字は内数

であり、工場財団設定に係る債

務であります。 

 

３．偶発債務 

次の関係会社について、金融

機関からの借入れに対して債

務保証を行っております。 

 

㈱光ケミカル 

研究所             744 百万円

北京浜松光子技術 

有限公司           400 

浜松電子プレス㈱    82 

計       1,226 

 

 
１．減価償却累計額 
(1)有形固定資産 52,291 百万円 
(2)投資不動産等    934 

 

２．担保資産及び担保付債務 

有形固定資産のうち担保に供

している資産は次のとおりで

あります。 

工 場 財 団 

土 地  4,266 百万円

建 物  1,111 

土 地        8 

計       5,386 

 

上記に係る債務は次のとおりで

あります。 

一年以内返済     237 百万円

予定長期借入金    (237) 

長 期 借 入 金     972 

                  (972) 

計       1,209 

 

なお、上記（ ）内数字は内数

であり、工場財団設定に係る債

務であります。 

 

 

 

 

 

３．偶発債務 

次の関係会社について、金融

機関からの借入れに対して債

務保証を行っております。 

 

㈱光ケミカル 

研究所             720 百万円

北京浜松光子技術 

有限公司           400 

浜松電子プレス㈱   101  

計       1,221 
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当 中 間 会 計 期 間 末 前 中 間 会 計 期 間 末 前 事 業 年 度 末 
（ 平成 16 年３月 31 日現在 ） （ 平成 15 年３月 31 日現在 ） （ 平成 15 年９月 30 日現在 ）

 
４．消費税等の表示 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 
 

５．発行済株式総数 
発行済株式総数（普通株式） 

68,161,527 株 

 

当中間期において発行済株式総

数が 111,149 株（普通株式）増

加したのは、転換社債の転換に

よるものであります。 
 
６．配当制限 
（１） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）商法施行規則第 124 条第 3

号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した

純資産額は 825 百万円であ

ります。 

 

 
４．消費税等の表示 

同 左 
 
 
 
 
５．発行済株式総数 
発行済株式総数（普通株式） 

67,996,061 株 

 

当中間期において発行済株式総

数が 366,154 株（普通株式）増

加したのは、転換社債の転換に

よるものであります。 
 
６．配当制限 
（１）第 1 回無担保転換社債（平

成 6 年 12 月 19 日発行）の

募集委託契約により、次の

配当制限が付されておりま

す。 
①本社債の未償還残高が存す

る限り、本社債の払込期日

の属する決算期以降の配当

累計額が、監査済の損益計

算書（財務諸表等規則によ

る）に示される経常損益か

ら法人税及び住民税を控除

した額の累計額に 15億円を

加えた額を超えることとな

るような配当は行わない。 
②商法第 293 条ノ５第 1 項に

基づき、中間配当制度を設

けるための定款変更をした

場合において、上記①の配

当には、中間配当を含むも

のとする。この場合、中間

配当は各直前決算期の配当

とみなす。 
（２） 
 

 
４ 
 
 
 
 
 
５．発行済株式総数 
発行済株式総数（普通株式） 

68,050,378 株 

 

当事業年度において発行済株式

総数が 420,471 株（普通株式）

増加したのは、転換社債の転換

によるものであります。 
 
６．配当制限 
（１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）商法施行規則第 124 条第 3

号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した

純資産額は 712 百万円であ

ります。 
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（中間損益計算書関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

（ 
自 平成 15 年 10 月１日 

至 平成 16 年３月 31 日 
） （ 

自 平成 14 年 10 月 1 日 

至 平成 15 年３月 31 日 
）（

自 平成 14 年 10 月１日 

至 平成 15 年９月 30 日 
）

  

１．一般管理費に含まれる研究開

発費 

                   3,980 百万円 

 

２．減価償却実施額 

有形固定資産   3,066 百万円 

無形固定資産      62 

投資不動産等      44 

     計        3,173 

 

１．一般管理費に含まれる研究開

発費 

              3,823 百万円

２．減価償却実施額 

有形固定資産   2,849 百万円

無形固定資産      99 

投資不動産等      36 

計        2,985 

 

１．一般管理費に含まれる研究開

発費 

              8,113 百万円

２．減価償却実施額 

有形固定資産   6,174 百万円

無形固定資産     193 

投資不動産等     189 

    計        6,557 
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（リース取引関係） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度 

（ 自 平成１５年１０月１日 
至 平成１６年３月３１日 ）（

自 平成１４年１０月１日 
至 平成１５年３月３１日 ） （ 自 平成１４年１０月１日 

至 平成１５年９月３０日 ）

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 
 
１． リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 
 

（工具、器具及び備品） 
取 得 価 額 相 当 額            672 百万円 
減価償却累計額相当額  172 
中間期末残高相当額            500 

 

（注）なお、取得価額相当額は、有 

形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。 

 

２． 未経過リース料中間期末残高 

    相当額 

 

1 年 以 内                129 百万円 

1 年 超                370 

  合 計                500 

 

（注）なお、未経過リース料中間期 

末残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

 

３． 支払リース料及び減価償却費 

    相当額 

 

支 払 リ ー ス 料               68 百万円 

減価償却費相当額       68 

 

４． 減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。 

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 
 
１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 
 

（工具、器具及び備品） 
取 得 価 額 相 当 額            286 百万円 
減価償却累計額相当額  167 
中間期末残高相当額            118 

 

（注）なお、取得価額相当額は、有

形固定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間期末

残高の割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。 

 

２．未経過リース料中間期末残高 

    相当額 

 

1 年 以 内                 42 百万円

1 年 超                 75 

  合 計                118 

 

（注）なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める未経

過リース料中間期末残高の割合

が低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費 

    相当額 

 

支 払 リ ー ス 料               29 百万円

減価償却費相当額       29 

          

４．減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。 

 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 
 
１． リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

（工具、器具及び備品） 

取 得 価 額 相 当 額            704 百万円 
減価償却累計額相当額  195 
期 末 残 高 相 当 額  508 

 

（注）なお、取得価額相当額は、有 
形固定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高の割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 
 

 

２．未経過リース料期末残高 

    相当額 

 

1 年 以 内                120 百万円

1 年 超                388 

  合 計                508 

 

（注）なお、未経過リース料期末残 

高相当額は、有形固定資産の期

末残高等に占める未経過リース

料期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。 

 

３．支払リース料及び減価償却費 

    相当額 

 

支 払 リ ー ス 料               72 百万円

減価償却費相当額       72 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっており

ます。 
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（有価証券関係） 
当中間会計期間末（平成１６年３月３１日現在） 

子会社株式および関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

 

Ⅳ  売上高の概況 

 
（１）主な製品別の内訳 

（単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度       

( 
自 平成 15 年 10 月１日

至 平成 16 年３月 31 日
) (

自 平成 14 年 10 月１日

至 平成 15 年３月 31 日
) ( 

自 平成 14 年 10 月 1 日

至 平成 15 年 9月 30 日
)

期 別    

 

 

主な製品名 金 額     構成比率 金 額     構成比率 

対前中間

期間増減 

比 率     
金 額     構成比率

光電変換管       

 

  （4,010） 

    5,961 

       ％

 （13.4）

   19.9 

 

  （3,379）

    5,068 

       ％

 （12.5）

   18.8 

      ％ 

(18.7） 

   17.6 

 

 （7,247）

  10,517 

      ％

 （13.6）

   19.7 

イメージ機器 

および光源 

  （2,143） 

    5,190 

 （ 7.2）

   17.3 

  （1,635）

    4,367 

 （ 6.1）

   16.2 

(31.0） 

 18.8 

 （3,366）

   8,709 

 （ 6.3）

   16.4 

光半導体素子       
   (5,570) 

   12,975 

 （18.6）

   43.3 

   (5,694) 

   12,754 

 （21.1）

   47.3 

（△2.2） 

 1.7 

 (11,109) 

  24,840 

 （20.8）

   46.6 

画像処理・       

計 測 装 置       

   (1,712) 

    5,113 

 （ 5.7）

   17.1 

   (1,514) 

    4,372 

 （ 5.6）

   16.2 

(13.1） 

 17.0 

  (2,912) 

   8,305 

 （ 5.5）

   15.6 

そ の 他       
   (   41) 

      722 

 （ 0.1）

    2.4 

   (   51) 

      423 

 （ 0.2）

    1.5 

(△19.4） 

   70.6 

  (   95) 

     921 

 （ 0.2）

    1.7 

合 計     
  (13,479) 

   29,962 

 （45.0）

  100.0 

  (12,276) 

   26,986 

 （45.5）

  100.0 

  （9.8） 

   11.0 

 (24,731) 

  53,295 

 （46.4）

  100.0 

（注） 金額及び構成比率欄の（  ）内数字は内数であり、輸出販売額及び輸出販売比率であります。 

 

 

（２）地域別の内訳 

（単位：百万円） 

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度       

( 
自 平成 15 年 10 月 1 日

至 平成 16 年３月 31 日
） （

自 平成 14 年 10 月 1 日

至 平成 15 年３月 31 日
） ( 

自 平成 14 年 10 月 1 日

至 平成 15 年 9月 30 日
)

期 別     

 

 

地 域 別     金 額    構成比率 金 額    構成比率 

対前中間

期間増減 

比 率     
金 額    構成比率

国 内      16,483 55.0％ 14,709 54.5％ 12.1％ 28,563 53.6％

米 国      5,339 17.8 6,109 22.7 △12.6 11,339 21.3 

欧 州      4,244 14.2 3,102 11.5 36.8 6,353 11.9 

ア ジ ア      3,763 12.6 2,917 10.8 29.0 6,768 12.7 

そ の 他      131 0.4 146 0.5 △10.6 270 0.5 

合 計    29,962 100.0 26,986 100.0 11.0 53,295 100.0 
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　（３）業界別の内訳　

　　（単位：百万円）

光電子増倍管

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

医用機器 1,965 1,956 2,140 2,149

分析機器 841 971 932 1,029

計測機器 594 846 834 932

学術研究 732 624 739 931

産業用機器 310 258 321 460

光学・写真機器 156 193 183 206

その他 524 217 297 251

５５期下 ５６期上 ５６期下 ５７期上

イメージ機器および光源

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

産業用機器 2,044 1,951 2,279 2,937

分析機器 982 1,003 906 1,058

医用機器 508 467 510 475

計測機器 60 154 64 128

保安・警報機器 95 109 94 121

光学・写真機器 110 110 117 115

その他 500 570 369 353

５５期下 ５６期上 ５６期下 ５７期上

画像処理・計測装置

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

産業用機器 1,581 1,394 1,623 2,132

学術研究 1,271 1,476 1,210 1,585

医用機器 188 261 147 364

通信・情報機器 244 404 303 232

計測機器 69 137 82 178

分析機器 113 76 126 159

その他 527 620 440 460

５５期下 ５６期上 ５６期下 ５７期上

光半導体素子

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

医用機器 2,912 4,031 4,190 4,375

産業用機器 2,375 2,314 1,928 2,293

通信・情報機器 2,241 1,944 1,593 1,506

輸送機器 920 1,222 1,102 1,455

分析機器 634 715 688 826

計測機器 501 600 643 682

学術研究 574 566 656 639

民生機器 552 486 501 450

その他 1,071 872 781 747

５５期下 ５６期上 ５６期下 ５７期上
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